
議会議案第１号 

 

日米地位協定の見直しを求める意見書の提出について 

 

日米地位協定の見直しを求めることに関し、次のとおり意見書を提出

する。 

 

   令和７年（2025年）６月24日提出 

 

 

提出者 鎌倉市議会議員 重黒木 優 平 

同   同   上  上 野   学 

同   同   上  大 石   香 

 同   同   上  津 野てるひさ 

 同   同   上  藤 本 あさこ 

 同   同   上  長 嶋 竜 弘 

同   同   上  吉 岡 和 江 

同   同   上  岡 田かずのり 

賛成者  同   上  中 村 てつや 

同   同   上  武 野 裕 子 

同   同   上  くりはらえりこ 

  



日米地位協定の見直しを求める意見書 

 

全国知事会は2018年、2020年と日米地位協定について「米軍基地負担

に関する提言」を採択している。日米地位協定は1960年に締結され、そ

の後の世界情勢は大きく変化したが、一度も改定が行われていない。 

日米地位協定により全国に130施設の米軍基地があり、うち神奈川県

には米軍基地が12か所あり、沖縄県に次ぐ基地県であります。米軍基地

の周辺では、航空機の騒音・振動、演習に伴う自然環境の破壊、米軍関

係者による性暴力事件・交通事故、ＰＦＡＳ問題など、基地に起因する

諸問題の発生により、住民の生活に多大な影響が生じてきた。また、首

都圏上空が米軍の管制下にあることで、民間航空機の運航にも影響が生

じているが、日米地位協定により、在日米軍には原則として日本の国内

法が適用されないなど、我が国の主権行使は制約されている。 

一方、我が国同様に米軍が駐留する他国（ドイツ、イタリア、ベルギ

ー、イギリス）においては、それぞれの国内法が原則として米軍に適用

されているところである。 

よって、国においては、米軍の基地に起因する諸問題から、国民の生

命・財産と基本的人権を守るため、米軍への国内法の原則適用等を内容

とする日米地位協定の見直しを早急に行うよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

令和７年（2025年）６月27日 

 

 

鎌  倉  市  議  会 

 


